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第 414 号

令 和 ８ 年
８月１８日（火）

火 曜 日 発 行
福井県告示第４０１号
　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定に基づき、海外旅
行会社へのセールス活動支援事業業務を委託したので、同法第２４３の２第２項の規定に
より、次のとおり告示する。
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　指定公金事務取扱者の名称および住所
　　株式会社ＪＴＢ福井支店
　　福井県福井市中央１－２－１
　　ハピリン２階
２　指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係る支出
　　海外旅行会社へのセールス活動支援事業に係る助成金支払業務
３　地方自治法第２４３の２第１項の規定による指定をした日
　　令和８年７月２２日
４　指定公金事務取扱者に委託した日
　　令和８年７月２９日
　 　

福井県告示第４０２号
　森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定に基づき、保安林の指
定を解除する予定であるので、同法第３０条の２の規定により、次のとおり告示する。
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　解除予定保安林の所在場所
　 　南条郡南越前町今庄１３１字大清水８番１・９番（以上２筆について、次の図に示す
部分に限る）

２　保安林として指定された目的
　　なだれの危険の防止
３　解除の理由
　　急傾斜地崩壊防止施設用地とするため
　（「次の図」は、省略し、その図面を福井県庁および南越前町役場に備え置いて縦覧に
供する。）
　 　

福井県告示第４０３号
　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号に規定する道路の位置

告 　 示
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を指定したので、建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第１０条の規定に
より、次のとおり公告する。
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県三国土木事務所長　橋本　泰英
１　申請者の住所ならびに名称および代表者の氏名
　　坂井市三国町池見第２０号１番地１
　　　株式会社　重一
　　　代表取締役　齊藤　正弘
２　道路位置の指定表示

道路の指定を受けた位置
幅　員

（単位：メートル）
延　長

（単位：メートル）
坂井市丸岡町南横地２０
字三ツ黒２３番１の一部
および２４番１の一部

６．００ ４３．８５

公 　 告
　政府調達に関する協定の適用を受ける調達契約に係る一般競争入札の落札者を決定した
ので、特定調達契約に係る福井県財務規則の特例に関する規則（平成７年福井県規則第８
２号。以下「規則」という。）第１３条の規定により、次のとおり公告する。
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　落札に係る物品の名称および数量
　　空調設備機器修繕業務　一式
２　契約に関する事務を担当する部局の名称および所在地
　　福井県生活学習館
　　福井県福井市下六条町１４－１
３　落札者を決定した日
　　令和８年７月１５日
４　落札者の名称および所在地
　　株式会社竹澤設備
　　福井県福井市二の宮５丁目１－１４
５　落札金額（税抜単価）
　　１３２，０００，０００円
６　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
７　規則第４条の規定による公告を行った日

　　令和８年６月２日
　 　

　福井県ふぐの処理に関する条例（平成１２年福井県条例第１６号）第９条の規定に基づ
き、令和８年度福井県ふぐ処理師試験を実施するので、福井県ふぐの処理に関する条例施
行規則（平成１２年福井県規則第１１４号）第１１条の規定により、次のとおり公告する
。
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　受験資格
　　学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第５７条に規定する者
２　試験の期日等
　　令和８年１０月２７日（火）および同年１１月３日（火・祝）
３　試験の場所
　　１日目　福井県生活学習館
　　（福井市下六条町１４－１）
　　２日目　学校法人天谷学園　天谷調理製菓専門学校
　　（吉田郡永平寺町松岡兼定島３４－３－１０）
４　試験科目
　⑴　学科試験
　　ア　水産食品の衛生に関する知識
　　イ　ふぐに関する一般知識
　⑵　実技試験　ふぐの処理に関する技術
５　願書配布
　⑴　配布期間
　　　令和８年８月２４日（月）から同年９月１５日（火）まで
　　　（８時３０分から１７時１５分まで　土曜日、日曜日を除く）
　⑵　配布場所
　　 　福井市保健所、県健康福祉センターまたは健康福祉部健康医療局医薬食品・衛生課
で配布する。

　　　なお、受験願書等の様式は、県のホームページからダウンロード可能。
６　願書受付
　⑴　受付期間
　　 　令和８年８月３１日（月）から同年９月１５日（火）までに下記提出先へ直接持参
または郵送により提出する。

　　　（８時３０分から１７時１５分まで　土曜日、日曜日を除く）
　　 　郵送による申込みの場合、令和８年９月１５日（火）までの消印のあるものに限り
、受け付ける。
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　⑵　提出先
　　 　県内に在住する者は、当該住所地を管轄する県健康福祉センターまたは福井市保健
所、県外在住者は県健康福祉部健康医療局医薬食品・衛生課に提出する。

管轄市町等 所在地 電話番号

福井市
福井市保健所（生活衛生課）
〒918-8004　福井市西木田2丁目8-8

0776-33-5183

永平寺町
福井健康福祉センター　環境衛生課
〒918-8540　福井市西木田2丁目8-8

0776-36-1119

あわら市、坂井市
坂井健康福祉センター　環境衛生課
〒919-0632　あわら市春宮2丁目21-17

0776-73-0601

大野市、勝山市
奥越健康福祉センター　環境衛生課
〒912-0084　大野市天神町1-1

0779-66-2076

鯖江市、越前市、池田町、
南越前町、越前町

丹南健康福祉センター　生活衛生課
〒916-0022　鯖江市水落町1丁目2-25

0778-51-0034

敦賀市、美浜町、
若狭町（旧三方町）

二州健康福祉センター　生活衛生課
〒914-0057　敦賀市開町6-5

0770-22-3735

小浜市、高浜町、おおい町、
若狭町（旧上中町）

若狭健康福祉センター　環境衛生課
〒917-0073　小浜市四谷町3-10

0770-52-1300

県外在住者
健康福祉部健康医療局医薬食品・衛生課
食品安全グループ
〒910-8580　福井県福井市大手3丁目17-1

0776-20-0354

　⑶　提出書類
　　ア　ふぐ処理師試験受験願書
　　イ 　写真( 出願前６月以内に脱帽して正面から撮影した縦６センチメートル横４セン

チメートルのもの。）
７　受験手数料および納付方法
　⑴　受験手数料
　　　１４，０００円
　⑵　納付方法
　　　手数料納付システムまたは窓口でのキャッシュレス決済による納付
８　合格発表
　⑴　発表日時
　　　令和８年１１月２０日（金）１０時００分
　⑵　発表方法
　　ア　県庁１階掲示板、県健康福祉センター掲示板に合格者の受験番号を掲示
　　　　（令和８年１２月４日（金）１７時１５分まで）
　　イ 　県のホームページに合格者の受験番号を掲載（令和８年１２月４日（金）１７時

１５分まで）
　　ウ　合格者には合格した旨を通知
９　試験結果の取扱い
　 　受験者本人より、試験結果について開示を求められた際は、口頭により受験者本人の
総得点および科目別得点の情報を開示する。

　⑴　開示期間
　　　令和８年１１月２０日（金）から同年１２月１８日（金）まで
　　 　（８時３０分から１７時１５分まで（１１月２０日は１０時００分から）　土曜日
、日曜日、祝日を除く）

　⑵　開示場所
　　　県健康福祉部健康医療局医薬食品・衛生課
　⑶　必要な書類
　　　受験票および受験者本人であることを証明する書類
　 　

　農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４１条第１項の規定により、福井県農地中間管
理機構から農地を利用する権利の設定に関し、裁定の申請があったので、同条第２項にお
いて読み替えて準用する同法第３８条第１項の規定により、次のとおり公告する。
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　申請に係る農地の所在等

所在および地番 地目 面積（㎡）
勝山市村岡町浄土寺21字39番1 田 3,240 
勝山市村岡町浄土寺21字39番2 田 1,820 

２　申請に係る農地の利用の現況
　 　農地法第３３条第１項に規定する「耕作の事業に従事する者が不在となり、又は不在
となることが確実と認められるものとして農林水産省令で定める農地」に該当する。

３　申請に係る農地についての申請者の利用計画の内容の詳細
　　裁定手続後に、福井県農地中間管理機構から借受希望者に農地を貸し付ける。
４　申請者の希望する権利の始期等

農地を利用する権利の始期 存続期間 借賃に相当する補償金の額
令和9年1月1日 10年 50,600円

５　意見書の提出
　　申請に係る農地の所有者等は、知事に意見書を提出することができる。
　⑴　提出期限
　　　令和８年９月１日
　⑵　提出先
　　　福井県農林水産部中山間農業・畜産課
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　⑶　記載事項
　　ア 　意見書を提出する者の氏名および住所（法人にあっては、その名称および主たる

事務所の所在地並びに代表者の氏名）
　　イ　意見書を提出する者の有する権利の種類および内容
　　ウ　意見書を提出する者の当該農地の利用の状況および利用計画
　　エ　意見書を提出する者が当該農地を現に耕作の目的に供していない理由
　　オ　意見の趣旨およびその理由
　　カ　その他参考となるべき事項
６　福井県農地中間管理機構からの依頼により以下事項について、公告する。
　 　当該農用地については、都道府県が農業者の費用負担や同意を求めずに行う基盤整備
事業である機構関連事業（土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１
項の規定による土地改良事業をいう。）が行われることがある。機構関連事業の内容、
留意事項については以下のとおり。
　 　機構関連事業の対象となる農用地等は、農地中間管理機構の借受期間が機構関連事業
の計画の公告の日から１５年以上あるものである。
　 　
　松岡吉野土地改良区から、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１８項
の規定により、次のとおり役員の住所変更した旨の届出があったので、同条第１９項の規
定により公告する｡
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　変更前の理事の住所および氏名
　　吉田郡永平寺町松岡小畑第１７号２０番地　南　哲治
２　変更後の理事の住所および氏名
　　吉田郡永平寺町松岡小畑第１８号１４番地２　南　哲治
　 　
　松岡吉野土地改良区から、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１８項
の規定により、次の者が令和８年４月３０日に役員を退任した旨の届出があったので、同
条第１９項の規定により公告する｡
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
役員名　氏　　　名　　　住　　　所　
理　事　川崎　利弘　吉田郡永平寺町松岡上吉野第５５号１番地
　〃　　吉元　治美　吉田郡永平寺町松岡上吉野第５８号１０番地
　〃　　古元　重之　吉田郡永平寺町松岡湯谷第５号２３番地
　〃　　畑　幹夫　　吉田郡永平寺町松岡湯谷第８号２１番地
　〃　　金元　直栄　吉田郡永平寺町松岡宮重第８号６番地

　〃　　松井　俊和　福井市高木中央３丁目６０１番５０１号
　〃　　南　哲治　　吉田郡永平寺町松岡小畑第１８号１４番地２
監　事　中村　成人　吉田郡永平寺町松岡吉野第８号１番地
　〃　　西尾　幸博　吉田郡永平寺町松岡宮重第２号５番地１
　〃　　島田　通正　吉田郡永平寺町松岡春日１丁目４番
　 　

　清水土地改良区から、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１８項の規
定により、次の者が令和８年３月３１日に役員を退任した旨の届出があったので、同条第
１９項の規定により公告する｡
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
役員名　氏　　　名　　　住　　　所　
理　事　上山　康一郎　福井市真栗町第４２号２７番地
　〃　　西村　耕一　福井市御油町第１３号２３番地
　〃　　山本　幹夫　福井市坪谷町第４０号３４番地
　〃　　木下　敏一　福井市島寺町第６０号１９番地１
　〃　　田中　紀幸　福井市グリーンハイツ２丁目１０７番地県営住宅７号館２０５号
　〃　　荻原　悟　　福井市小羽町第３号２番地
　〃　　鷲田　愼吾　福井市片山町第７８号１１番地
　〃　　谷口　新悟　福井市清水山町第６５号６８番地１
　〃　　荻野　正春　福井市清水山町第４４号４５番地
　〃　　三上　誠司　福井市清水山町第９号３０番地
　〃　　尾﨑　剛敏　福井市三留町第１３号４５番地３
　〃　　田端　浩之　福井市清水杉谷町第８号３番地
　〃　　松澤　重治　福井市田尻栃谷町第２９号４番地
　〃　　藤本　正人　福井市片粕町第６１号１０番地
　〃　　吉田　啓司　福井市竹生町第１９号１２番地１
　〃　　松原　一行　福井市朝宮町第１１号３１番地１
　〃　　黒田　清仁　福井市大森町第６４号１１番地１
　〃　　齊藤　秀樹　福井市山内町第２号７番地
　〃　　酒井　邦雄　福井市笹谷町第６４号２２番地
　〃　　私市　安隆　福井市滝波町第４３号２０番地２
　〃　　木下　敏昭　福井市本折町第１号２番地３
　〃　　高橋　明　　福井市清水畑町第３４号８番地
　〃　　桑島　誠　　福井市平尾町第１３号４０番地
　〃　　土橋　克巳　福井市上天下町第２０号１５番地
　〃　　横山　勝和　福井市下天下町第４号２２番地



令和８年８月18日（火） 福 井 県 報 第 414 号5

　〃　　横山　弥四郎　福井市和田町第８号７番地
監　事　三上　正和　福井市清水山町第６５号６７番地
　〃　　勝木　勘充　福井市清水杉谷町第８号１８番地
　〃　　齊藤　康浩　福井市清水畑町第３４号２９番地５
　 　
　松岡吉野土地改良区から、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１８項
の規定により、次の者が令和８年５月１日に役員に就任した旨の届出があったので、同条
第１９項の規定により公告する。
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
役員名　氏　　　名　　　住　　　所　
理　事　川崎　利弘　吉田郡永平寺町松岡上吉野第５５号１番地
　〃　　山﨑　和夫　吉田郡永平寺町松岡上吉野第６３号１番地
　〃　　古元　重之　吉田郡永平寺町松岡湯谷第５号２３番地
　〃　　長谷川　則夫　吉田郡永平寺町松岡湯谷第５号２２番地
　〃　　金元　直栄　吉田郡永平寺町松岡宮重第８号６番地
　〃　　松井　俊和　福井市高木中央３丁目６０１番５０１号
　〃　　南　哲治　　吉田郡永平寺町松岡小畑第１８号１４番地２
監　事　中村　成人　吉田郡永平寺町松岡吉野第８号１番地
　〃　　中川　正博　吉田郡永平寺町松岡小畑第１３号６７番地
　〃　　島田　通正　吉田郡永平寺町松岡春日１丁目４番
　 　
　清水土地改良区から、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１８項の規
定により、次の者が令和８年４月１日に役員に就任した旨の届出があったので、同条第１
９項の規定により公告する。
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
役員名　氏　　　名　　　住　　　所　
理　事　上山　康一郎　福井市真栗町第４２号２７番地
　〃　　西村　耕一　福井市御油町第１３号２３番地
　〃　　山本　幹夫　福井市坪谷町第４０号３４番地
　〃　　武内　仁和　福井市島寺町第４号２番地
　〃　　田中　紀幸　福井市グリーンハイツ２丁目１０７番地県営住宅７号館２０５号
　〃　　中山　政幸　福井市小羽町第１号１２番地
　〃　　松原　為之　福井市片山町第４７号１９番地
　〃　　谷口　新悟　福井市清水山町第６５号６８番地１
　〃　　荻野　正春　福井市清水山町第４４号４５番地

　〃　　三上　誠司　福井市清水山町第９号３０番地
　〃　　鈴木　重則　福井市三留町第１２号５５番地１
　〃　　勝木　勘充　福井市清水杉谷町第８号１８番地
　〃　　鈴木　清和　福井市田尻栃谷町第２９号８番地
　〃　　藤本　正人　福井市片粕町第６１号１０番地
　〃　　吉田　啓司　福井市竹生町第１９号１２番地１
　〃　　松原　一行　福井市朝宮町第１１号３１番地１
　〃　　片岡　一兵　福井市大森町第３３号２番地
　〃　　小林　修　　福井市山内町第１８号１４番地
　〃　　酒井　邦雄　福井市笹谷町第６４号２２番地
　〃　　私市　広幸　福井市滝波町第３２号２１番地
　〃　　齋藤　正喜　福井市本折町第６号２０番地１
　〃　　前田　利彦　福井市清水畑町第３６号２１番地１
　〃　　細川　英俊　福井市平尾町第１２号４０番地
　〃　　土橋　克巳　福井市上天下町第２０号１５番地
　〃　　宮永　嘉一　福井市下天下町第３号７番地
　〃　　谷口　正行　福井市和田町第１１号１番地
　〃　　三上　雅代　福井市清水山町第１１号２４番地
　〃　　齊藤　いずみ　福井市山内町第２号７番地
監　事　小澤　晴樹　福井市真栗町第４１号１１番地
　〃　　中島　友明　福井市片粕町第４号４４番地３
　〃　　野村　トモ子　福井市大森町第１７号１８番地
　 　

　坂井北部土地改良区から、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１８項
の規定により、次の者が令和８年４月２７日に役員を退任した旨の届出があったので、同
条第１９項の規定により公告する。
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
役員名　　　氏　名　　　　　住　　　所
理事　　　渡邊　正春　　　あわら市菅野第２６号１１番地
　 　

　坂井北部土地改良区から、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１８項
の規定により、次の者が令和８年７月２２日に役員に就任した旨の届出があったので、同
条第１９項の規定により公告する。
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
役員名　　　氏　名　　　　　住　　　所
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理事　　　坪川　智宏　　　あわら市菅野第４９号２４番地
　 　
　都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）第２８条第１項の規定に基づき、福井駅前南
通り地区市街地再開発組合の理事長氏名等の変更の届出があったので、同条第２項の規定
により次のとおり公告する。
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
理事長の氏名および住所
　齊藤　仁志
　福井市二の宮３丁目２１－２６－２
　 　
　都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）第３８条第１項の規定に基づき、福井駅前南
通り地区市街地再開発組合の定款の変更を認可したので、同条第２項において準用する同
法第１９条第１項の規定により、次のとおり公告する。
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県知事　石田　嵩人
１　組合の名称
　　福井駅前南通り地区市街地再開発組合
２　事務所の所在地
　　福井市中央１丁目１０番８号エモリビル３階
３　事業施行期間
　　令和４年６月２１日から令和１２年３月３１日まで
４　施行地区
　 　福井市中央一丁目１８０１番、１８０３番から１８０７番、１８０８番２、１８３５
番から１８４１番、１９０１番から１９０３番、１９０６番から１９３０番２、２３１
１番から２３１９番４、３００３番、３・４・１４福井駅豊島上町線の一部、３・４・
１５城の橋線の一部、３・５・６３北の庄線の一部、市道中央１―３３２号線の一部、
市道中央１－３３７号線の一部、市道中央１－３３９号線の一部、市道中央１―６２５
号線の一部、ガレリアポケット公園の一部
５　組合設立認可の年月日
　　令和４年６月１６日
６　定款の変更の認可の年月日
　　令和８年８月７日
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 福井県一般職の職員等の旅費等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和８年８月１８日 

      福井県人事委員会 委員長 和田 晋一 

福井県人事委員会規則第１９号 

   福井県一般職の職員等の旅費等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 福井県一般職の職員等の旅費等に関する条例施行規則（昭和２９年福井県人事委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 
  

 （転居費） 

第２３条 転居費は、赴任または長期間の出張に伴う転居に要する費用（第２６

条第１項第１号または第２号に規定する場合の家族の転居に要する費用を含む

。）とし、その額は、転居の実態を勘案して次に掲げる方法により算定される

額とする。ただし、旅行命令権者が次の各号のいずれかの運送のみでは旅行す

ることが困難であると認めるときは、現に行った運送の区分ごとにそれぞれ当

該各号の規定により算定される額の合計額とする。 

 ⑴・⑵ （略） 

 ⑶ 旅行者が宅配便または自家用自動車もしくは道路運送法第８０条第１項の

許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車その他これらに類するも

のを利用して家財の運送を行う場合には、当該運送に要する額を転居費の額

とする方法。ただし、当該運送に要する額が運送業者に依頼したものとして

第１号の規定により算定した額を超えるときは、当該額とする方法とする（

この項ただし書に規定する場合であって、第１号の規定により算定した額と

合計するときは、この限りでない。）。 

２・３ （略） 

 （転居費） 

第２３条 転居費は、赴任または長期間の出張に伴う転居に要する費用（第２６

条第１項第１号または第２号に規定する場合の家族の転居に要する費用を含む

。）とし、その額は、転居の実態を勘案して次に掲げる方法により算定される

額とする。 

 

 

 ⑴・⑵ （略） 

 ⑶ 旅行者が宅配便または自家用自動車もしくは道路運送法第８０条第１項の

許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車その他これらに類するも

のを利用して家財の運送を行う場合には、当該運送に要する額を転居費の額

とする方法。ただし、当該運送に要する額が運送業者に依頼したものとして

第１号の規定により算定した額を超えるときは、当該額とする。 

 

 

２・３ （略） 
  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の福井県一般職の職員等の旅費等に関する条例施行規則の規定は、この規則の施行の日以後に福井県一般職の職員等の旅費等に関する条例（昭和２５年福 

井県条例第４６号）第２条第４号に規定する旅行命令権者が同条例第３条第７項に規定する旅行命令等を発した旅行について適用し、同日前に旅行命令等を発した 

旅行については、なお従前の例による。 

人事委員会規則
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福井県公安委員会告示第８１号
　警備業法（昭和４７年法律第１１７号。以下「法」という。）第２２条第２項第１号に
規定する警備員指導教育責任者講習（以下「新規取得講習」という。）および警備員指導
教育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等に関する規則（昭和５８年国家公安委員
会規則第２号）第６条に基づく法第２２条第２項第１号に規定する警備員指導教育責任者
講習（以下「追加取得講習」という。）を次のとおり実施する。
　　令和８年８月１８日
　　　　　　福井県公安委員会
　　　　　　　委員長　春木　麻紀子
１　講習に係る警備業務の区分、講習の種別、実施期間および定員
講習に係る警備業務の区分 講習の種別 実施期間 定員

法第２条第１項第３号に
規定する警備業務

新規取得講習
令和８年９月２９日（火）から
令和８年１０月６日（火）まで

２０名
追加取得講習

令和８年１０月２日（金）から
令和８年１０月６日（火）まで

法第２条第１項第４号に
規定する警備業務

新規取得講習
令和８年９月２９日（火）から
令和８年１０月５日（月）まで

２０名
追加取得講習

令和８年１０月２日（金）から
令和８年１０月５日（月）まで

　　日曜日および土曜日を除く。
２　実施場所
　　福井市成和１丁目１４２４番地　アイビックス第三ビル
　　一般社団法人福井県警備業協会
３　受講対象者
　　受講申込みを行う日において、次のいずれかに該当する者とする。
　⑴　３号警備業務
　　ア　新規取得講習
　　　ア 　最近５年間に３号警備業務に従事した期間が通算して３年以上である者
　　　イ 　警備員等の検定等に関する規則（平成１７年国家公安委員会規則第２０号。以

下「検定規則」という。）第４条に規定する１級の検定（３号警備業務に係るも
のに限る。以下「１級検定」という。）に係る法第２３条第４項の合格証明書（
以下「合格証明書」という。）の交付を受けている者

　　　ウ 　検定規則第４条に規定する２級の検定（３号警備業務に係るものに限る。以下
「２級検定」という。）に係る合格証明書の交付を受けている警備員であって、

当該合格証明書の交付を受けた後、継続して１年以上３号警備業務に従事してい
る者

　　　エ 　検定規則附則第３条の規定による廃止前の警備員等の検定に関する規則（昭和
６１年国家公安委員会規則第５号。以下「旧検定規則」という。）第１条第２項
に規定する１級の検定（３号警備業務に係るものに限る。以下「旧１級検定」と
いう。）に合格した者

　　　オ 　旧検定規則第１条第２項に規定する２級の検定（３号警備業務に係るものに限
る。以下「旧２級検定」という。）に合格した警備員であって、当該検定に合格
した後、継続して１年以上３号警備業務に従事している者

　　イ　追加取得講習
　　　 　受講申込みを行う日において、３号警備業務の区分以外の警備員指導教育責任者

資格者証または警備員指導教育責任者講習修了証明書（以下「資格者証等」という
。）の交付を受けている者であって、アの各号のいずれかに該当する者

　⑵　４号警備業務
　　ア　新規取得講習
　　　 　最近５年間に４号警備業務に従事した期間が通算して３年以上である者
　　イ　追加取得講習
　　　 　４号警備業務の区分以外の資格者証等の交付を受けている者であって、最近５年

間に４号警備業務に係る警備業務に従事した期間が通算して３年以上である者
４　受講申込みの手続
　⑴　受付期間
　　 　令和８年８月３１日（月）から同年９月９日（水）までの午前９時から午後０時ま
でおよび午後１時から午後４時までの間（日曜日、および土曜日を除く。定員になり
次第受付を終了する。）

　⑵　受付要領
　　 　受講希望者は、受付期間内に、下記５の問い合わせ先へ電話で予約を行い、受理番
号を取得した後、受講申請書を提出すること。

　⑶　提出場所
　　 　福井県内の警察署（福井市及び永平寺町の区域にあっては、福井県警察本部生活安
全許認可センターへ提出）

　　　なお、本人が直接申請することとし、郵送や代理人による申請は認めない。
　⑷　提出書類
　　ア　共通
　　　ア 　警備員指導教育責任者講習受講申込書（申請前６月以内に撮影した無帽、無背

景の縦４センチメートル、横３センチメートルの写真１枚を貼り付けること。）
　１通

　　　イ 　追加取得講習の受講を希望する者にあっては、資格者証等の写し　１通

公安委員会告示
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　　イ　３号警備業務
　　　ア　３⑴アアに該当する者
　　　　ａ 　当該警備業務に従事していたことを証明する警備業者等の作成に係る書面（

以下「警備業務従事証明書」という。）　１通
　　　　ｂ　履歴書　１通
　　　イ　３⑴アイに該当する者
　　　　　当該警備業務に係る１級検定合格証明書の写し　１通
　　　ウ　３⑴アウに該当する者
　　　　ａ　当該警備業務に係る２級検定合格証明書の写し　１通
　　　　ｂ　警備業務従事証明書　１通
　　　エ　３⑴アエに該当する者
　　　　　当該警備業務に係る旧１級検定合格証の写し　１通
　　　オ　３⑴アオに該当する者
　　　　ａ　当該警備業務に係る旧２級検定合格証の写し　１通
　　　　ｂ　警備業務従事証明書　１通
　　ウ　４号警備業務
　　　ア　警備業務従事証明書　１通
　　　イ　履歴書　１通
　⑸　手数料
　　ア　３号警備業務
　　　ア　新規取得講習
　　　　　３８，０００円
　　　イ　追加取得講習
　　　　　１４，０００円
　　イ　４号警備業務
　　　ア　新規取得講習
　　　　　３４，０００円
　　　イ　追加取得講習
　　　　　１０，０００円
　　　　　に相当する手数料を納入すること。
　　　　　なお、納付された受講手数料は、返還しない。
５　講習に関する問合せ先
　　福井県警察本部生活安全部生活安全企画課警備業係
　　電話０７７６－２２－２８８０（内線３１９２、３１９３）
６　その他
　⑴　委託先
　　本講習は、一般社団法人福井県警備業協会に委託して実施する。

　⑵　修了考査
　　 　講習終了後、福井県公安委員会が修了考査を行い、当該講習の課程を修了したと認
められる者に対し、警備員指導教育責任者講習修了証明書を交付する。

正 　 誤
　令和６年１０月１日福井県告示第４１５号（都市計画事業の事業計画の変更の認可）
ページ 段 行 誤 正

６ １ ３ 変更なし

昭和４６年福井県告示第３号、平成３年福井県告示第９
７４号、平成８年福井県告示第２６号、平成８年福井県
告示第８１２号、平成９年福井県告示第１７３号、平成
１２年福井県告示第３８９号、平成１３年福井県告示第
４１２号、平成１５年福井県告示第１４６号、平成１６
年福井県告示第５６９号、平成１７年福井県告示第４８
号、平成２３年福井県告示第１３９号、平成２４年福井
県告示第３７２号、平成２５年福井県告示第４１１号、
平成２６年福井県告示第１９７号の事業地及び令和２年
福井県告示第３０７号の事業地に菅谷町３字、菅谷町４
字、菅谷町５字、菅谷町６字、菅谷町７字、菅谷町８字
、菅谷町１０字、菅谷町１１字及び大瀬町５字地内の事
業地を追加する。
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